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1　本研究の要旨
近年、戦後から常に成長し続け、高い技術力を誇ってきた日本の電機メーカーが相次い
で経営不振に陥っている。その原因と言われているのが、市場の「コモディティ化」であ
る。コモディティ化によって、顧客はより安い製品を求めるようになり、それに伴って製
品の価格が急激に下落することで、企業は十分な収益を得られなくなっているのである。
本研究では、まず「コモディティ化」の定義や原因について先行研究を通じて把握し、
コモディティ化市場において有効なビジネスモデルを示したい。
2　コモディティ化の先行研究
2─1　コモディティ化の定義
まず、本項においてはコモディティ化の定義について先行研究をあたり、その特徴を明
らかにしていきたい。
「イノベーションのジレンマ」で有名な Christensen and Raynor（2003）にしたがえば、
コモディティ化とは、「市場で製品差別化による余剰利益を上げることが出来なくなる状
況」を指す（pp. 181─187）。
楠木・阿久津（2006）は、「ある商品カテゴリーにおける競合企業間で製品やサービスの
違いが価格以外にはないと顧客が考えている状態」がコモディティ化である、としている
（p. 4）。さらに、楠木（2006）は「製品やサービスの価値が価格という最も可視的な次元に
一元化され、価値次元の可視性が極大した状況」とし、「価値次元の可視性」という概念
を示している（p. 10）。
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恩蔵（2007）は、「消費者にとっては、他の類似した製品やサービスといつでも代替可能
となる」ことをコモディティ化とした（p. 2）。 さらに恩蔵（2007）は、「企業間における技
術水準が次第に同質化となり、製品やサービスにおける本質的部分での差別化が困難とな
り、どのブランドを取り上げてみても顧客側からするとほとんど違いを見出すことのでき
ない状況」と定義づけている（p. 2）。
鈴木（2012）にしたがえば、コモディティ化の定義方法には大きく分けて 2 つある（p. 
162）。一つは直接コモディティ化を定義したもの（e.g. 榊原・香山 2006）であり、今一つは
コモディティ化の定義を用いて、コモディティとは何かを定義したもの（e.g. 小川 2011）で
ある。また、鈴木（2012）はコモディティ化の対象については、製品・ブランドを指すも
の（e.g. 恩蔵 2007； 小川 2011）と、市場全体を指すもの（e.g. 伊藤 2005； 内海 2008； Greenstein 
2004； Reimann et al. 2010）の 2 つを指摘する（p. 162）。そして定義の比較を行った結果、多く
に共通している点は「製品・ブランド間の同質化という現象と、それによる弊害として
の、価格競争による収益性の圧縮である」と結論付けている（鈴木 2012, p. 162）。
2─2　考察
以上の先行研究から捉えられる特徴を踏まえて、我々は、コモディティ化を「製品やサ
ービスの差別化ができず、価格競争に陥り、企業収益を確保できない状態になること」と
定義する。キーワードとなるのは「製品同質化」と「価格競争」であり、この 2 つがコモ
ディティ化の十分条件である。このコモディティ化という現象は、あらゆる市場で起こり
得るものである。
本研究では、コモディティ化の対象は市場全体の動向であり、個別企業の動向とは見な
いこととする。また、コモディティ化とはあくまで「過程」であり、製品が価格競争に陥
ってから企業の収益率が下がるまですべての課程を「コモディティ化」とする。つまり、
「コモディティ化したか否か」という結果ではなく、「どのくらい進行しているか」という
程度の問題であると捉えることとした。
3　コモディティ化の原因
前節では先行研究から共通する特徴を洗い出すことで、コモディティ化の定義を定め
た。しかし、コモディティ化を引き起こす原因は一体何なのか、という疑問が残る。そこ
で我々は、コモディティ化の進行度は業界や市場によって大きく異なる為、各市場特性を
分析し、「コモディティ化は、まず価格競争と製品同質化が起こった後引き起こされる」
という仮説を立てた。
この仮説に基づき、我々は 5 forces 分析を用いて、コモディティ化が進んでいるとされ
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る日本の液晶テレビ業界と、反対にあまり進んでいない自動車業界についての調査を行っ
た。
液晶テレビ業界のコモディティ化の流れを整理すると、既存市場における競争激化、東
アジアの新規参入メーカーが投入してきた低価格な製品、スマートフォン等代替製品など
の要因で、バイヤーの価格交渉力は向上した。そのような状況に対応するため、メーカー
は価格下落のインセンティブが働く。価格を下げる為に、製品アーキテクチャをモジュー
ル化して生産コストを下げるが、一方でブラックボックス化されていた生産方法がオープ
ンとなり、他社が模倣することで市場の製品が同質化した。すると更に、価格競争が激し
くなりバイヤーの価格交渉力が高まる、という価格下落のスパイラルに陥っていることが
分かった。
また、自動車業界については、既存市場の競争は進んでいるものの、新規参入者・代替
品・サプライヤー・バイヤーの脅威は大きいものではない。また、製品アーキテクチャは
インテグラル型であり、他社からの模倣は難しい。よって、価格競争も製品同質化もほと
んど起きていない為、コモディティ化の進展度は小さいと言える。しかし、EV や自動運
転車といった脅威により、将来的に市場は激変する可能性がある。このように、現在の市
場を破壊し得る製品の登場によって、価格下落が起きてコモディティ化が進む可能性があ
る。あるいはブラウン管テレビのように、市場がなくなることもある。
この 2 つの業界を比較することで、製品価格の下落に影響を与える要因が多いことが、
コモディティ化の進行の根本的原因であることが分かった。一方で、コモディティ化が進
む十分条件の一つとして我々が定義した「製品同質化」は、それ自体は最初に起こるもの
ではなく、価格競争に対応する為の手段である。つまり「製品同質化」は、コモディティ
化の要因というよりは、コモディティ化を進展させる「引き金」である、と考えられる。
つまり、「価格競争」が最初に起こり、それに対応する手段として「製品の同質化」とい
う現象が見られる、と我々は結論付けた。
4　ブランディング
前節においては、コモディティ化に関する先行研究を整理し、定義や原因、プロセスを
定義した。本節では、コモディティ化に対抗し得る戦略の一つとして、「ブランディング」
という視点から考えてみる。しかし、なぜ我々はブランディングを取り扱うことにしたの
か。
前節で確認したように、コモディティ化市場とは価格という最も可視化しやすい指標で
しか差違を認識できない状態である。目に見えない「ブランド」という、価格と対極の位
置にある指標は、コモディティ化市場において差別化する有効な手段の一つである、と考
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えたためである。
まず、ブランド論に関する先行研究を確認し、全社的なブランディングを行っている事
例として P ＆ G と SONY を見てみる。その後、コモディティ化している市場においてブ
ランディングによって差別化に成功した事例として、パナソニックの携帯用電動歯ブラシ
「ポケットドルツ」と、サントリーのプレミアム・ビール「ザ・プレミアム・モルツ」の
2 つを取り上げ、その成功の要因を探る。
4─1　ブランドに関する先行研究
企業のマーケティング活動でブランドへの関心が高まり議論が活発化したのは、1990
年代のアメリカにおいてである。19 世紀、輸送や通信インフラの整備によって世界中の
市場が繋がり、グローバル化が進んだ。世界市場において、標準化された製品を大量に流
通させるための手段としてブランドが生まれた。1950 年代、ブランド・ロイヤルティや
ブランド・イメージに関する論文が登場したが、これらは個々に研究され、分断された概
念だった。つまり、この時期ブランドは、マーケティングの手段の一つであり、それぞれ
の概念は断片的に理解されていた。これに対して、1980 年代から登場した「ブランド・
エクイティ」の概念は、様々なマーケティング活動の結果として、ブランドという「器」
の中に蓄積していく資産的な価値に着目し、その維持・強化と活用の仕方を提案した。ま
た、それまで別個に考えられていたブランド・ロイヤルティやブランド・イメージは、エ
クイティを構成する要素の一つとして包括的に扱った。つまり、ブランドをより全体的視
点から捉え、マーケティングの結果としてブランドを認識したのである。このブランド・
エクイティ概念を体系化したのが、Aaker（1991）の『Managing Brand Equity』である。
この著書の中で、ブランド・エクイティとは「あるブランド名やロゴから連想されるプラ
スとマイナスの要素の総和（差し引いて残る正味価値）」と定義された。また、ブラン
ド・エクイティを構成する要素として、「ブランド・ロイヤルティ」「ブランド認知」「知
覚品質」「ブランド連想」に分解されるとした。これら一つ一つの概念は、以前は別個に
議論されていたが、ブランド・エクイティの下に整理され包括的に取り扱われるようにな
った。
やがて、1990 年代半ば過ぎに入ると、ブランドの資産的価値を認識した上で、これを
いかに維持・強化するかという具体的な方法へ焦点が移っていく。この流れの中で新たに
登場した概念が「ブランド・アイデンティティ」だった。ブランド・アイデンティティと
は、企業がそのブランドを「どのように知覚されたい」と考えるか、という目標や理想像
である。これに対して、ブランド・イメージは「どのように知覚されているか」という結
果論的なものである。Aaker は、ブランド・アイデンティティとはブランド戦略を策定す
るうえで長期ビジョンの核となり、ブランドに一体性を与え、マーケティング・ミックス
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を方向づけるもの、と主張している。
2000 年代に入ると、全社的な視点からのブランド戦略を考える「戦略的ブランド経営」
の考え方が登場する。Aaker の後期の著作においても、ブランド体系やブランド・ポート
フォリオの問題が取り上げられている（Aaker ＆ Joachimsthaler 2000 ; Aaker 2004）。ブランドと
は、いわゆる「ヒト・モノ・カネ・情報」に次ぐ 5 つめの経営資源であり、競争優位の源
泉だと見なして、全社的にブランドを管理しようとする考え方に注目が集まっている。
4─2　ブランディングによる脱コモディティ化
4─2─1　事例①パナソニック
パナソニックの携帯用電動歯ブラシ「ポケットドルツ」は、2010 年 4 月に発売され 10
月に 100 万本を突破、約 1 年半で 250 万台を記録した。従来、歯ブラシは自宅で歯を磨く
時に使用するものだったが、ポケットドルツは女性が外出に持ち歩くことを想定し、サイ
ズとデザインを工夫している。大きさを従来の電動歯ブラシの約 3 分の 2 に抑え、化粧ポ
ーチに入るようにした。マスカラに似たデザインで、色もオレンジやピンク、赤など 5 種
類を用意した。また、衛生面に配慮し、持ち運び時にはキャップでブラシ部分を覆うよう
にした。機能面においても、細さ 0.02 ミリの極細ブラシを採用して細いすき間もブラッ
シングしやすくしたほか、毎分 3 万回を超える音波振動で効率的に汚れを除去できるよう
に工夫されている。歯周病予防やエチケットとして昼間に歯を磨きたいという人は、働く
女性を中心に増えており、出張する男性にも便利な商品である。単に機能性を上げるので
はなく、女性が欲しがるデザインを目指して開発された。マーケティングの基本である
STP（セグメンテーション、ターゲティング、ポジショニング）を見直したことで成功し
た好例だと言える。あえて使用時間や場所を絞り込み、用途を限定したことで差別化を果
たしている。
4─2─2　事例②サントリー
ビール系飲料市場におけるサントリーのプレミアム・ビール「ザ・プレミアム・モル
ツ」も同様の事例の一つである。前身の「モルツ・スーパープレミアム」を受け継ぐ形
で、中身はそのままにより高級感が出るようブランド要素（ブランド・ネーム、パッケー
ジ、デザイン等）を刷新した。2003 年 5 月から本格的な販売を開始し、2004 年には 50 万
ケースにとどまっていたが、2005 年のモンドセレクション受賞を契機に 126 万ケース
（2005 年）、550 万ケース（2006 年）、951 万ケース（2007 年）、1149 万ケース（2008 年）
とまさに右肩上がりとなり、2008 年には “ヱビス ” を抑え、プレミアム・ビールのシェア
でトップとなった。本製品は、マーケティングに様々な工夫をしており、その一つが、
“ハレ ”、“ 小バレ ” に 合わせた販売である（日経ビジネス 2009 年 3 月 9 日, pp. 52 ─60）。“ ハレ ”
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とは、暦の上でのイベントや休日などで、盆暮れの贈答や正月の需要も “ハレ ” の需要に
属する。“ 小バレ ” とは、消費者の生活で個別に訪れる良い時である。例えば、出張帰り
や旅行の際は少し贅沢をしたい気分になっているため、プレミアム・ビールを手にしても
らい易い。2005 年には矢沢永吉を起用したテレビ CM で「最高金賞のビールで最高の週
末を。」というメッセージを送り、「ザ ・プレミアム・モルツ」の持つ贅沢さという情緒的
なイメージ（感性的価値）を週末という使用状況と結び付けたりすることで、贅沢な時間
を演出するビールとして受け入れるように誘導している（鈴木 2013, p. 37）。さらに、2009
年のテレビ CM では、矢沢永吉に加え、娘である歌手 yoko を起用し、親子で初共演した
ことが話題となった。メッセージは「ウチ飲みを、プレミアムにしよう。」に変更され、
使用状況を週末から平日へ拡大する意図がうかがえる（大崎 2012, p. 10）。
4─3　小結
以上、ポケットドルツとザ・プレミアム・モルツの事例から、コモディティ化市場にお
いてもブランディングを工夫することで差別化は可能である、ということが分かった。ポ
ケットドルツは、「磨く」というコア機能を維持しつつ、付随機能である軽量でコンパク
トというポータビリティ、デザイン性に工夫を施すことで、「若い OL 女性がランチ後、
手軽に使用できる歯ブラシ市場」を新たに創出した。ザ・プレミアム・モルツは、パッケ
ージやデザイン、広告を通じて「贅沢さ」という感性的価値を訴求し、「日常生活でちょ
っとした贅沢気分を味わえるビール市場」を創り出した。両社の製品とも、マーケティン
グの基本である STP を見直したことでヒットした、と考えられる。
一方で、ブランディングは追求していくにつれ、どうしてもマーケティング寄りになっ
てしまい、国際経営から遠ざかってしまうということが懸念点である。全社的視点からブ
ランド戦略をとっている事例を探してみる、ということが課題として挙げられる。
5　戦略的コモディティ化
5─1　コモディティ化現象の利用
前節までは、コモディティ化市場外で収益を得るための戦略について研究を行ってき
た。しかし、コモディティ化はどのような市場においても起こる可能性を秘めている。そ
して、ここまでの研究からも理解できる通り、コモディティ化市場は確実に脱することが
出来るものではない。そこで我々は、コモディティ化市場内で収益を得る戦略が可能であ
れば、企業にとって大いにプラスになるのではないかと考えた。
以上を踏まえて、本節ではここまでとは別の視点に立ち、コモディティ化という現象を
利用する戦略について研究していく。
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5─2　戦略的コモディティ化の可能性
そもそも、戦略としてコモディティ化を促進、利用することは可能なのだろうか。ま
た、可能だとしても、収益が得づらくなるコモディティ化を意図的に促進させることの意
味、必要性は果たして企業にとってあるのだろうか。この疑問に対して我々は、「戦略的
コモディティ化によって、自社の得意とする分野に市場の競争の焦点を移行させ、他社の
競争優位を消滅させることで、収益を得ることが出来る、という仮説を立てた。
次項では、アメリカの半導体メーカーであるクアルコムを例に挙げ、戦略的コモディテ
ィ化の可能性について述べていく。
5─3　クアルコムの事例
5─3─1　クアルコムを取り上げた理由
我々は、研究を行うにあたって文献を読んでいく中で、とある興味深い記事を見つけ
た。その記事中の一文を引用する。「クアルコムは中国など新興国の地場メーカーにスマ
ホやタブレットの「設計図」を提供することで低価格製品の市場を拡大する戦略を採って
いる」（日経産業新聞 2013 年 10 月 17 日, p. 3）。これは、低価格製品の市場を拡大する、つまり
はコモディティ化の促進といえる。我々は、クアルコムが意図的にコモディティ化市場を
拡大させている理由が分かれば、本研究に繋がるものが得られるだろう、と考えたため、
この事例を掘り下げることにした。
5─3─2　クアルコムの概要
クアルコムは 1985 年に設立され、アメリカ合衆国カリフォルニア州に本社を構えてい
る。会社概要は以下の通りである。
設立：1985 年 7 月
本社所在地：アメリカ合衆国 カリフォルニア州サンディエゴ
CEO：スティーブ・モレンコフ
総従業員数：約 2 万 6000 人
売上高：248.7 億ドル（2013 年）
事業拠点：約 40ヵ国
事業内容：通信機器、半導体の開発
クアルコムは、スマートフォン用アプリケーションプロセッサ市場において世界で圧倒
的なシェアを持っており、2015 年には 47％を獲得して世界 1 位となった。2 位の Apple
とは 31％も差がついており、圧倒的である。
同じく 2015 年の売上高においては、半導体事業が約 58％の 32 億 9000 万ドルであるの
に対して、ライセンス事業による収益は 32％の 18 億 3900 万ドルである。半導体事業が
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半分以上を占める一方、ライセンス事業の割合が高いことが特徴である。この理由につい
ては後程触れることとする。
5─3─3　半導体業界について
続いて、クアルコムのメイン事業である、半導体業界について見ていく。一般的に、半
導体業界において、メーカーは半導体チップの製造を行うファウンドリーと、製造のため
の設備を持たないファブレスの 2 つに分類することができる。このうちクアルコムは後者
のファブレスに該当し、半導体の製造はファウンドリーであるアメリカの
GLOBALFOUNDRIES や、台湾の TSMC といった企業へ委託している。
また、当業界には 2 つのビジネスモデルが存在する。1 つめが IDM モデルである。
IDM モデルとは、チップ上に載せる CPU などの IP の開発からチップの設計や製造、販
売まですべてを垂直統合で行う形である。このモデルをとる企業には、東芝、サムスン、
富士通、インテルなどがある。
2 つめが、ファブレス─ファウンドリー型モデルで、現在主流の水平分業型のモデル
だ。コア IP の開発、設計、製造、販売を異なる企業が請け負う。大きく分けると、上流
から設計ファブレス、ファウンドリー、組み立てメーカーに分類できる。
クアルコムはファブレス─ファウンドリー型モデルであり、その中でも設計ファブレス
にあたる。中核となる IP コアは自社で開発を行い、その IP を載せたチップを設計してフ
ァウンドリーで製造している。
5─3─4　クアルコムの収益構造
クアルコムの収益構造は、非常にユニークである。まず、クアルコムの営業利益率は、
売上高の 3 割前後を維持しており極めて高い。そして、その全体の営業利益率のおよそ 8
～9 割を稼いでいるのは、クアルコム・テクノロジー・ライセンシング（以下 QTL）とい
うライセンス事業なのである。
QTL が活用している特許には自社による研究開発のみでなく、M ＆ A や、特許の購入
など外部から調達したものも含まれている。ライセンスプログラムごとに多数のライセン
シーが存在しており、様々な大企業とライセンス契約を結ぶことでリスクの分散も図って
いる。また、クアルコムの主力製品である半導体関連だけではなく、周辺事業に関する特
許も対象としている。ライセンシーの数は年々増加しており、それに伴って QTL の営業
利益も増加している。
5 ─3─5　クアルコムによるコモディティ化の利用
では、クアルコムは具体的にどのようにコモディティ化を利用しているのだろうか。本
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節の冒頭で引用した記事にある通り、クアルコムはスマートフォンの設計図を新興国メー
カーに提供することを始めた。この設計図というのが、クアルコム・リファレンス・デザ
イン（以下 QRD）である。アンドロイド搭載のスマホの開発を容易にするためのデザイ
ンとして、中国や東南アジア、南米などの新興国を含む地域において、高い競争力を持つ
安価なスマホを製品化できるよう、2011 年に導入された。QRD の提供によって、メーカ
ー側の開発負担は大幅に減少される。そして、市場への参入障壁は低くなり、価格競争が
激化し、市場のコモディティ化は促進する。すると、参入企業数は当初よりも増大し、ク
アルコムがそのほとんどを保持している半導体ライセンスの需要も高くなる。結果とし
て、クアルコムのライセンシーの数は増え、売上高や利益率も増えることとなる。また、
この設計図にはクアルコムの製品が用いられており、自社製品の売上の向上にも繋げるこ
とが出来るという仕組みなのである。クアルコムのライセンス技術を使用する際に、クア
ルコムの製品を購入すれば価格が安くなるという制度もあり、ライセンス事業で高い売上
を上げている理由が分かる。つまり、クアルコム、競合他社、顧客の 3 者が皆 win-win の
ビジネスモデルなのである。
以上のように、QTL はコモディティ化という現象を利用することで高い収益を確保し
ており、戦略的に市場のコモディティ化を促進しているということが分かる。
5─4　小結
本節においては、戦略的コモディティ化の可能性について、クアルコムをケースに研究
を進めた。結論としては、意図的にコモディティ化を促進し収益を得る戦略を採ることは
可能である。また、今後技術の発展に伴って、市場の後発メーカーが必要とするライセン
スの数は増えるのではないだろうか。すべての市場はコモディティ化する可能性をはらん
でいる。そのような中で、市場の流れを汲み取って、早い段階で技術のライセンスを多く
確保することによって、コモディティ化を利用し、コモディティ化市場の中においても収
益を得ていく戦略がより有効になっていくのではないだろうか。我々は本節の研究から以
上のように考察した。
ただ今回のクアルコムのケースにおいては、コモディティ化市場に直面した場合の戦略
ではなく、あくまでコモディティ化という現象を利用したという点で、我々の研究の最終
目的とのズレが生じてしまうことが問題点として挙げられる。しかし、今までマイナスに
受け取られていたコモディティ化も活用方法によっては収益に繋げられる、というプラス
の可能性を見いだせたことは我々にとって大きな発見であった。企業はコモディティ化か
ら逃げるだけでなく、うまく向き合っていくという選択をすることも、モノや技術があふ
れる現代や未来においてより必要になってくるのではないだろうかと我々は考える。
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6　まとめ
本研究を通して我々は「コモディティ化」という曖昧な言葉を定義し、5 forces 分析に
よってコモディティ化が起こる要因を明らかにした。また、コモディティ化市場に対抗す
る為にはブランディングが有効であると判断した。さらに、コモディティ化現象から脱す
るのではなく、逆に利用した事例としてクアルコムを取り上げた。この章では、本研究の
要約と結論を述べ、その結果見えてきた今後の課題を示す。
6─1　本研究の要約と結論
本研究は、かつて製造業を先導していていた日本メーカーの墜落の一因がコモディティ
化である、ということに端を発して行われた。我々はコモディティ化に関する複数の先行
研究を通して、本研究内での定義を「製品やサービスの差別化ができず、価格競争に陥
り、企業収益を確保できない状態になること」と定めた。そこで、日本の液晶テレビ業界
と自動車業界について 5 forces 分析を行ったところ、「製品同質化」はコモディティ化の
原因にはなり得ず、「価格競争」に付随して発生するものであるものとし、コモディティ
化の直接的な原因は「価格競争」であると結論付けた。
次に、収益が得にくいコモディティ市場において、有効であると考えたブランド戦略を
最初に取り扱った。事例から、STP を見直し、顧客の感性的価値に訴えたことが成功の
理由であると分かった。しかし、ブランディングの研究を進めていくと必然的にマーケテ
ィング寄りになり、国際経営から遠ざかってしまったことで、一度我々の研究は行き詰ま
ってしまった。
一方で、コモディティ化市場において企業のとる行動には、コモディティ化市場から抜
け出すだけでなく、その中で収益を得ていくという方法の可能性に気付いた。そこで、あ
えてコモディティ化を起こして成功した事例として、クアルコムについて扱った。クアル
コムは、自らの作る半導体製品自体はライセンスで守り、半導体を搭載するスマートフォ
ンの設計図を公開することでコモディティ化を促進している。つまり、自社製品はクロー
ズ状態にしつつ、スマホメーカーを囲い込み、バリューチェーンの川下でコモディティ化
を意図的に起こしたことで、圧倒的な利益率を確保する仕組みを作り上げたのである。
以上のことから、企業はコモディティ化を意図的に起こし、コモディティ化市場におい
ても収益を確保することが出来る、ということが分かった。
6─2　課題と今後の研究
最後に、本研究の課題と今後の展開を述べる。まず、コモディティ化市場において企業
がとるべき行動とは何か、ということを再度確認し、脱コモディティ化に限らず様々な方
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法を検討することである。また、戦略的コモディティ化については、クアルコム以外の事
例を引き続き探していくこととする。その際に、企業はバリューチェーンのどこでコモデ
ィティ化を起こしているのか、ということを念頭に置いて調べていきたい。また、クアル
コムの事例とは反対に、戦略的コモディティ化で失敗した事例も調べ、その原因や比較を
通じて、より理解を深めていきたい。最終的には、コモディティ化市場でとるべき戦略
を、業界など企業の特性ごとに示すことが我々の目標だ。
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